
四日市市告示第 ２４９ 号 

 四日市市多面的機能支払交付金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

  令和５年４月１日 

四日市市長  森  智 広     

 

四日市市多面的機能支払交付金交付要綱の一部を改正する要綱 

 四日市市多面的機能支払交付金交付要綱（平成２７年四日市市告示第１６７号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

改正後 改正前 

（通則） （通則） 

第１条 四日市市多面的機能支払交付金（以下

「交付金」という。）は、農業・農村の有する多

面的機能の維持・発揮を図るため、農業の有す

る多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成

２６年法律第７８号）、農業の有する多面的機

能の発揮の促進に関する法律施行令（平成２６

年政令第３４７号）、農業の有する多面的機能

の発揮の促進に関する法律施行規則（平成２７

年農林水産省令第１４号）、多面的機能支払交

付金実施要綱（平成２６年４月１日付２５農振

第２２５４号。以下「国要綱」という。）、多面

的機能支払交付金実施要領（平成２６年４月１

日付２５農振第２２５５号。以下「国要領」と

いう。）、三重県多面的機能支払交付金実施要領

（平成２７年４月１日制定）に基づいて活動組

織等が行う活動に要する経費に対し、予算の範

囲内において交付するものとし、その交付に関

しては、四日市市補助金等交付規則（昭和５７

年四日市市規則第１１号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱に定めるところ

による。 

第１条 四日市市多面的機能支払交付金（以下

「交付金」という。）は、農業・農村の有する多

面的機能の維持・発揮を図るため、農業の有す

る多面的機能の発揮の促進に関する法律（平成

２６年法律第７８号）、農業の有する多面的機

能の発揮の促進に関する法律施行令（平成２６

年政令第３４７号）、農業の有する多面的機能

の発揮の促進に関する法律施行規則（平成２６

年農林水産省令第１４号）、多面的機能支払交

付金実施要綱（平成２７年４月１日付２６農振

第２１５５号。以下「国要綱」という。）、多面

的機能支払交付金実施要領（平成２７年４月１

日付２６農振第２１５７号。以下「国要領」と

いう。）、三重県多面的機能支払交付金実施要領

（平成２７年４月１日制定）に基づいて活動組

織等が行う活動に要する経費に対し、予算の範

囲内において交付するものとし、その交付に関

しては、四日市市補助金等交付規則（昭和５７

年四日市市規則第１１号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱に定めるところ

による。 

 （定義）  （定義） 

第２条 この要綱において「活動組織等」とは、

国要綱第５に規定される活動組織又は広域活

動組織をいう。 

第２条 この要綱において「活動組織等」とは、

国要綱第５の１に規定される活動組織又は広

域活動組織をいう。 

  



（交付の対象及び交付金の額） （交付の対象及び交付額） 

第３条 交付の対象及び交付金の額は別表１に

掲げるとおりとする。 

第３条 交付の対象及び交付額は別表１に掲げ

るとおりとし、活動組織等の事業計画が認定さ

れた年度の４月１日以降に実施した活動につ

いて交付の対象とする。 

２ 前項に規定する交付金の額は国要領の第１

の１２の（３）及び第２の１５の（３）に規定

する方法により交付するものとする。 

 

 

（実績報告） （実績報告） 

第１１条 活動組織等は、国要綱の別紙１の第５

の７及び別紙２の第５の８に規定する実施状

況の報告書を活動を実施した翌年度の４月末

日までに市長に提出しなければならない。 

第１１条 活動組織等は、国要綱の別紙１の第６

の７及び別紙２の第６の７に規定する実施状

況の報告書を活動を実施した翌年度の３月３

１日までに市長に提出しなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

  

（交付金の額の確定） （交付金の額の確定） 

第１２条 市長は前条に規定する実施状況の報

告を受けたときは、国要領の第１の９及び第２

の１２に基づく実施状況の確認を行い交付金

の額を確定するとともに、第４号様式によりそ

の旨を活動組織等に通知するものとする。 

第１２条 市長は前条に規定する実施状況の報

告を受けたときは、国要領の第１の１０及び第

２の１１に基づく実施状況の確認を行い交付

金の額を確定するとともに、第４号様式により

その旨を活動組織等に通知するものとする。 

  

（交付金の返還） （交付金の返還） 

第１４条 市長は、国要綱の別紙１の第９及び別

紙２の第９に規定される返還が生じた場合、又

は前条に規定する活動の廃止があった場合は、

速やかに国要領の第１の１５の（２）のア及び

第２の１９の（２）のアに規定される手続きに

より返還させるものとし、第６―１号様式によ

り活動組織等に通知するものとする。 

第１４条 市長は、国要綱の別紙１の第１０及び

別紙２の１０に規定される返還が生じた場合、

又は前条に規定する活動の廃止があった場合

は、速やかに国要領の第１の１６の（２）のア

及び第２の１８の（２）のアに規定される手続

きにより返還させるものとし、第６―１号様式

により活動組織等に通知するものとする。 

２から４まで （略） ２から４まで （略） 

  

（交付金の精算） （交付金の清算） 

第１６条 市長は、国要領の第１の１１の（１）

又は第２の１４の（１）に規定される精算に係

る返還が生じた時は、第７―１号様式により通

知するものとする。 

第１６条 市長は、国要領の第１の１２の（１）

又は第２の第１３の（１）に規定される清算に

係る返還が生じた時は、第７―１号様式により

通知するものとする。 

２ （略） ２ （略） 



  

附 則 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行す

る。 

 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行す

る。 

（有効期限） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その

効力を失う。 

 

 

改正後 

別表１―① 

ア 基本単価 

 交付の対象区分 地目 １０アール当たりの交付単価  

 （略） 

 

 

（略） （略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） 

 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

資源向上活動（長寿命化）（※３） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

イ 加算単価 

 

 

 

 

 

 

交付の対象区分 地目 １０アール当たりの交付単価  

資源向上活動

（共同） 

多面的機能

の更なる増

進に向けた

活動 

１００％単

価 

田 
４００円 

畑 ２４０円 

草地 ４０円 

７５％単価

（※１） 

田 ３００円 

畑 １８０円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

草地 ３０円 

農村協働力

の深化に向

けた活動 

１００％単

価 

田 ４００円 

畑 ２４０円 

草地 ４０円 

７５％単価

（※１） 

田 ３００円 

畑 １８０円 

草地 ３０円 

水田の雨水

貯留機能の

強化（田ん

ぼダム）を

推進する活

動 

１００％単

価 

 

田 ４００円 

７５％単価

（※１） 

 

田 ３００円 

【資源向上活動（共同）の交付単価について】 

（※１）農地・水保全管理支払の共同活動又は多面的機能支払交付金の資源向上活動（共同） 

を５年間以上実施した対象農用地については、交付単価に０．７５を乗じた単価とする。 

（※２）（略） 

【資源向上活動（長寿命化）の交付単価について】 

（※３）国要綱の別紙５の第３に規定する要件を満たさず、かつ、直営施工を実施しない活動

組織にあっては、交付単価に５／６を乗じた単価とする。なお、別紙５の第３に規定す

る要件を満たさない活動組織の場合は、当該金額又は保全管理する区域内に存在する集

落数に２００万円を乗じて得た額のいずれか小さい額とする。 

 

改正前 

別表１―① 

 交付の対象 地目 １０アール当たりの交付単価  

 

 

 

（略） 

 

 

（略） （略）  

 

 

（略） （略） 

（略） （略） 



 

 

 

 

 

（略） （略） （略） （略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

資源向上活動（長寿命化） （略） （略） 

（略） （略） 

（略） （略） 

【資源向上活動（共同）の交付単価について】 

（※１）農地・水保全管理支払の共同活動又は資源向上活動（共同）を５年間以上実施した 

対象農用地又は資源向上活動（長寿命化）の対象農用地については、交付単価に０．７５を 

乗じた単価とする。 

（※２）（略） 

 

改正後 

別表１―② 

 交付の対象区分 交付額  

 組織の広域化・体制強化 
３集落以上又は

５０ヘクタール

以上２００ヘク

タール未満 

４万円  

 

 

 

 

 

 

２００ヘクター

ル以上１，０００

ヘクタール未満

又は特定非営利

活動法人 

８万円 

１，０００ヘクタ

ール以上 
１６万円 

 

 

改正前 

別表１―② 



 交付の対象 
交付額  

地域資源保全プランの策定 
５０万円 

組織の広域化・体制強化 
４０万円 

 

 

改正後 

別表２ 

 交付金 交付金の対象  

 １ 農地維持支払交付金及び資源向上支払交付

金（施設の長寿命化のための活動を除く） 

国要綱の別紙１の第４の１の農地維持

活動、別紙２の第４の１の資源向上活動

（共同）及び同３の組織の広域化・体制

強化に係る経費。 

 

 

 

 

 （略） 

 

 

改正前 

別表２ 

 交付金 交付金の対象  

 １ 農地維持支払交付金及び資源向上支払交付

金（施設の長寿命化のための活動を除く） 

国要綱の別紙１の第４の農地維持活動、別

紙２の第４の１の資源向上活動（共同）、

同３の地域資源保全プランの策定及び同

４の組織の広域化・体制強化に係る経費。 

 

 

 

 

 （略） 

 

 

第２号様式（その１）を次のように改める。 

  



第２号様式（その１） 

第   号 

年 月 日 

 

（組織の名称）         

代表            様 

四日市市長       

 

年度多面的機能支払交付金の交付決定について（通知） 

 

年 月 日付けで申請のあった  年度多面的機能支払交付金については、四日市市多

面的機能支払交付金交付要綱第６条の規定により下記のとおり決定します。 

 

記 

 

１．交付金額 

・農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動を除く） 

金        円 

 

・資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動） 

金        円 

 

２．交付の条件 

交付金の受給対象者は、この交付金に関する関係法令、多面的機能支払交付金実施要綱（平

成26年4月1日25農振第2254号）、多面的機能支払交付金実施要領（平成26年4月1日25農振第

2255号）、三重県多面的機能支払交付金実施要領（平成27年4月1日制定）並びに四日市市多面

的機能支払交付金交付要綱に従わなければならない。 

 

 

 

  

印 



第３号様式を次のように改める。 

  



第３号様式 

 

年度 多面的機能支払交付金前金払請求書 

 

年 月 日 

 

四日市市長 

（組織の名称）          

代表              

（署名又は記名押印してください） 

 

年 月 日付け  第  号で交付金交付決定の通知のあった本交付金について、下記

のとおり前金払によって交付されたく請求します。 

 

記 

 

・農地維持支払交付金及び資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動を除く） 

金        円 

 

・資源向上支払交付金（施設の長寿命化のための活動） 

金        円 

  



第７－１号様式及び第７－２号様式を次のように改める。 

  



第７－１号様式 

第   号 

年 月 日 

（組織の名称）       

代表         様 

四日市市長       

 

多面的機能支払交付金の精算について（通知） 

 

    年 月 日付けで提出のあった  年度多面的機能支払交付金に係る実施状況報告書を

確認した結果、事業計画に定める当該事業の活動期間終了年度となる  年度末に交付金の残額

がありますので、四日市市多面的機能支払交付金交付要綱第16条に基づき下記のとおり通知しま

す。 

 

記 

１． 精算金額 

区    分 精算金額 

農地維持支払及び資源向上支払（長寿命化を除く） 円 

資源向上支払（長寿命化） 円 

 

２． 返還期日 

年   月   日 

 

 

 

印 



第７－２号様式 

 年 月 日 

 

多面的機能支払交付金の精算について 

 

四日市市長 

 

（組織の名称）          

代表              

（署名又は記名押印してください） 

 

年 月 日付け  第  号で通知のあった多面的機能支払交付金の精算については、

下記のとおりとします。 

 

記 

【精算方法等】 

項  目 精算金額 
精算方法 

返  還 

農地維持支払及び資源向上支

払（長寿命化を除く） 
円 □ 

資源向上支払（長寿命化） 円 □ 

※該当する部分にレ印をつける。 

  



   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

 （四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する要綱の一部改正） 

２ 四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する要綱（令和３年四日市市告示第

１８２号）の一部を次のように改正する。 

改正後 

（押印の省略） 

第２条 次の表の左欄に掲げる要綱の規定する手続又は様式のうち、同表の中欄

に掲げる手続又は様式については、当該要綱の規定に関わらず、押印を要しな

いものとする。ただし、同表の右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。 

 要綱名 手続又は様式 備考  

 （略）  

 四日市市農道整備補助金交付

要綱（平成１９年四日市市告

示第６２号） 

（略）  

 四日市市ＧＡＰ等認証取得推

進事業費補助金交付要綱（平

成３０年四日市市告示第１６

４号） 

（略）  

 （略）  

 

 

改正前 

（押印の省略） 

第２条 次の表の左欄に掲げる要綱の規定する手続又は様式のうち、同表中欄に

掲げる手続又は様式については、当該要綱の規定に関わらず、押印を要しない

ものとする。ただし、同表右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。 

 要綱名 手続又は様式 備考  

 （略）  

 四日市市農道整備補助金交付

要綱（平成１９年四日市市告

（略）  



示第６２号） 

 四日市市多面的機能支払交付

金交付要綱（平成２７年四日

市市告示第１６７号） 

第１号様式（別添を除

く。）、第３号様式、第５

号様式、第６－２号様式

及び第７－２号様式 

第３号様式及び第

７－２号様式につ

いては、署名（法人

その他の団体にあ

っては、代表者の署

名）をした場合に限

る。 

 

 四日市市ＧＡＰ等認証取得推

進事業費補助金交付要綱（平

成３０年四日市市告示第１６

４号） 

（略）  

 （略）  

 

 

（商工農水部農水振興課） 

 


